
計画地

計画の概要

地区面積 構造

階数 高さ

名称 施行区域面積

名称 延長 面積

東京都市計画
環状第６号線

約４９０ｍ

品川区道
第８号線

約３８０ｍ

品川区道
第９号線

約１７ｍ

公
園

約１，４００㎡

河
川

都市計画河川
第１３号目黒川

約４２０ｍ

1 約５４％

高層部１：
            ９８ｍ

高層部２：
            ７５ｍ

中層部　：
            ３５ｍ

低層部　：
           ２５ｍ

５ｍ
７．５ｍ

１６～２０ｍ

街
区

建築面積

1 約２２，９００㎡ 約１５０戸

建築敷地面積

約４２，４００㎡

都市計画決定

地区名
建ぺい率の
最高限度

容積率の
最低限度

建築面積の
最低限度

壁面の
位置の限度

６０％ １００％ ２００㎡ ２ｍ

６０％ １５０％ ２００㎡ ２ｍ

都市計画決定 昭和５８年３月３１日　品川区告示第４０号

品 川 区
大崎一丁目地内

約４．６ｈａ ３００％

約１．５ｈａ ４００％

平成３年２月２８日　東京都告示第１９５号

３　高度利用地区

面積
容積率の
最高限度

建築敷地の整備

整備計画 備考

周辺道路に接して幅員２ｍ以上の歩道状空地を
整備する｡公開空地を適切に配置する。

･駐車場の台数約990台
･東口第1地区との間に歩行者
専用立体歩道橋を設ける。

高層部１：事務所
高層部２：住宅
中層部：事務所、店舗、清掃事
業所、文化施設、駐車場、中水
道施設、地域冷暖房施設、変
電所
低層部：工場

延べ面積（容積対象） 住宅建設の目標

約３１９，５００㎡
（約２７９，６００㎡）

約１５，０００㎡

１６．７ｍ
【３３．４ｍ】

河川事業により整備

建築物の整備

街
区

建ぺい率 容積率
建物の

高さの限度
壁面の

位置の限度
主要用途

約６６０％

新設

約５．５ｍ
【５．５ｍ】

既存区道（森永橋）

新設

２　都市計画の内容

大崎駅東口第２地区第一種市街地再開発事業 約５．９ｈａ

公共施設の配置
及び規模

幅員 備考

道
路

約１１ｍ【２２ｍ】
【　】内は全幅員
都市計画道路整備済

約８ｍ【８ｍ】

公共施設の整備とあわせて業務、商業、住宅、工業等の複合機能を備えた地区として整備し、土地の
合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図り、副都心に相応しい核地区とする。

約５．９ｈａ 鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造

  事務所棟(２棟)  地上２４階／地下４階
  住宅棟            地上２０階／地下２階
  清掃事務所      地上　４階／地下２階
  事務所・工場     地上  ３階

９３ｍ
７３ｍ
１７ｍ
１６ｍ

（おおさきえきひがしぐちだい２）

ＮＯ．７３　大崎駅東口第２地区（組合施行）

１　計画の概要

品川区大崎一丁目地内



地区名

名称 延長 面積
道
路 地区幹線道路 約３８０ｍ －
公
園 地区公園 － 約１，４００㎡

地区の区分・名称

面積

建築物等の
用途の制限

容積率の
最高限度

建ぺい率の
最高限度

容積率の
最低限度

建築物の敷地面
積の最低限度

建築面積の
最低限度

壁面の位置
の限度

建築物等の高さ
の最高限度

建築物等の形態
又は意匠の制限

垣又はさくの
構造の制限

都市計画決定

都市計画変更 平成１１年１２月１日　東京都告示第１３２０号(風営法の改正）

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の色彩は原色を避けるなど、周辺環境に配慮した色調とする。

門又は塀の構造は、コンクリートブロッ
ク又はこれに類するものとしてはならな
い。

門又は塀はこれを設けない。

平成３年２月２８日　東京都告示第１９１号

建築物の壁面又はこれに代わる柱の面
は、計画図に示す壁面線を越えて建築
してはならない。ただし、歩行者専用通
路はこの限りでない。

建築物の壁面又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁
面線を越えて建築してはならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　９８ｍ
(但し建築基準法施行令第２条第１項第
６号に定める高さとする）

　　　　　　　　　　　　　　５０ｍ
(但し建築基準法施行令第２条第１項第６号に定める高さと
する）

６０％
(但し、建築基準法第５３条第３項は適用しない）

２５０％

５００㎡

２００㎡

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律第２条第１項第１号又は同条第６
項各号の一に該当する営業の用に供する建
築物は建築してはならない。

事務所用に供する建築物以外の
建築物は建築してはならない。

事務所、物品販売を営む店舗
又は飲食店のように供する建
築物(風俗営業等の規制及び
業務の適正化等に関する法律
第２条第１項第１号又は同条第
６項各号の一に該当する営業
の用に供する建築物を除く）以
外の建築物は建築してはなら
ない。

６６０％ ５３０％ ５１０％

Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区

約６．１ｈａ 約０．１ｈａ 約０．１ｈａ

４　再開発等促進区を定める地区計画

大崎駅東口第２地区

公共施設の配置
及び規模

幅員 備考

約８ｍ 新設

－ 新設



敷地面積 建ぺい率

延べ面積 容積率

事務所、店舗、
アトリウム、地
域冷暖房施
設、変電所、駐
車場

住宅、駐車場

事務所、工場

清掃事業所

集会所、公衆ト
イレ

事業認可 総事業費

年　　　月

昭和５３年１１月

昭和５３年１２月

昭和５５年５月

昭和５５年１１月

昭和５８年５月

昭和５９年５月

昭和６１年度

昭和６２年度

昭和６３年度

昭和６３年９月

平成元年５月

平成元年８月

平成２年２月

平成２年８月

平成２年１０月

平成３年２月２８日

平成４年３月１９日

平成５年９月２日

平成６年３月７日

平成６年３月９日

平成６年３月１２日

平成７年１月

平成８年９月９日

平成９年３月７日

平成１０年６月３日

平成１０年１２月

平成１１年１月６日

平成１１年２月

平成１１年１１月１１日

平成１１年１１月２２日

平成１２年３月２１日

事業計画変更
組合解散認可
決算報告書の承認

事業計画変更
全体竣工
工事完了公告
グランド・オープン

権利変換期日
建築工事着工
事業計画変更
事業計画変更

市街地再開発組合設立認可
事業計画変更
権利変換計画認可
事業計画変更

再開発地区計画（原案）公告・縦覧
施設計画の変更
都市計画決定手続き開始
都市計画決定

区事業推進計画作成
準備組合による事業計画案の提示
都市計画案総会承認
近隣説明開始

「大崎再開発を考える会」発足
第２地区再開発準備組合発足
準備組合による第一次計画案作成
準備組合による第二次計画案作成

区長期基本計画策定
地元地権者との懇談会開始
区再開発基本構想案提案
区再開発基本計画案提案

平成４年３月１９日　東京都告示第３２１号
平成５年９月２日　東京都告示第９７８号（変更）
平成６年３月９日　東京都告示第２３０号（変更）

平成８年９月９日　東京都告示第１０４０号（変更）
平成９年３月７日　東京都告示第２１９号（変更）

平成１０年６月３日　東京都告示第６３２号（変更）
平成１１年１１月１１日　東京都告示第１２４６号（変更）

約１，６６６億円

６　経緯

内　　　　　　　　　　　　　　　容

地上　３階

駐車場 ９００台清掃事業所棟
地下　２階
地上　４階

集会所棟・その他 地上　１階

３１９，９００ ㎡ ６６０％

用途

業務・商業棟
地下　４階
地上２４階

住宅戸数 １５７戸

住宅棟
地下　２階
地上２０階

事務所併設工場棟

５　事業計画の概要

４２，５０９㎡ ５４％



８　区域図

７　位置図



９　完成写真


